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2023年 11月 28日 

各     位 

会 社 名  ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

代表者名  代表取締役社長  大谷 利興 

コ ー ド ３７７９ 

問合せ先 業務管理統括本部 部長 丸山 博之 

（電話 03－5114－0761） 

 

連結子会社による子会社の設立に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社である株式会社スープは、本日開催の取締役会において子会社を設立するこ

とを決議しましたので、お知らせいたします。 

記 

 

１．子会社設立の目的 

当社グループは、子会社を通して、日本及び韓国でデジタルギフトを中心としたデジタル

マーケティング事業、テレビ通販を中心とした通信販売事業、理美容商材を販売する化粧品

販売事業及びファンド運営等の投資事業を展開しております。 

日本におけるデジタルマーケティング事業及び通信販売事業は、クライアント企業の販売

促進の支援がメインの事業領域でありますが、当社グループの企業価値の向上のために、そ

の事業領域を拡大させ、新たな収益源を確保することを目指しております。 

そこで今回、当社の連結子会社である株式会社スープは、当社グループのクライアント企

業をはじめとした各企業に対して、マーケティング・プロモーションの支援や各種イベント

の企画、運営を支援する新会社である株式会社ＪＥマーケティング（以下、「ＪＥマーケテ

ィング」といいます。）を設立することを決定いたしました。 

ＪＥマーケティングの執行役員ＣＯＯ（最高執行責任者）には伊東マイク氏が就任予定で

あり、同氏は、エナジードリンクで世界最大級の販売実績を有するRed Bull GmbHの日本法

人であるレッドブル・ジャパン株式会社の初期メンバーとして同社のマーケティング活動及

びイベント立案を15年以上担当し、数多くの実績を残されております。また、国際的イベン

トの企画、運営受託等においても数多くの実績を有しており、同氏の有するマーケティング

及びイベント開催等の知見・ノウハウを活用して、各企業の販売促進のための支援事業を展

開したいと考えております。加えて、同氏は、ブランドライセンシング事業やコンテンツ制

作の実績と、過去に実施したイベントやマーケティングの受託業務を通して世界的なアパレ

ル企業、飲料メーカー、石油ブランド、モーターブランド等へのネットワークも有してお

り、当社グループが展開するＩＰ（知的財産）を活用した事業展開に関しても貢献していた

だけるものと考えております。 

 

今後、当社グループは、当社グループが展開しているデジタルマーケティング事業及びテ

レビ通販を中心とする通信販売事業とＪＥマーケティングが展開するマーケティング支援事

業とを連携させて、クライアント企業の事業拡大の支援を行うことで、当社グループの収益

機会を拡大させ企業価値の向上を図ってまいります。 
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２．新設子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ＪＥマーケティング 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂六丁目１５番１１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 大谷 利興 

（４） 事 業 内 容 

マーケティング・プロモーションの企画、立案及び制作に関す

る受託業務 

各種イベント等の企画、開催、運営及び管理 

（５） 資 本 金 3,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 2023年 12月１日（予定） 

（７） 
大 株 主 及 び 

持 ち 株 比 率 

株式会社スープ 

伊東 マイク 

その他 

60％ 

30％ 

10％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当社 100%子会社の株式会社スープが 60％出資

いたします。 

人 的 関 係 
当社の代表取締役、取締役及び監査役が兼任い

たします。 

取 引 関 係 現時点における該当事項はありません。 

 

３．子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社スープ 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂六丁目15番11号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役  大谷 利興 

（４） 事 業 内 容 コンサルティング事業 

（５） 資 本 金 1,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 1939年５月24日 

（７） 
大 株 主 及 び 

持 ち 株 比 率 
ジェイ・エスコムホールディングス株式会社 100％ 

 

４．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2023年 11月 28日 

（２） 会 社 設 立 日 2023年 12月１日（予定） 

（３） 事 業 開 始 日 2023年 12月中（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件による 2024年３月期の当社連結業績予想に与える影響は軽微と見込んでおります

が、中長期的には当社グループの企業価値の向上に寄与すると考えております。今後、公表

すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


